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生野区小・中学校教育環境再編方針 

～未来の生野区のために、いま子どもたちにできること～ 
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はじめに 

 

 

大阪市では、大阪市教育振興基本計画や学校活性化条例などに基づき、教育

の振興に向けたさまざまな取組を進めています。 

生野区では、教育委員会でとりまとめられた学校選択制の制度化と指定外就

学の基準の拡大を方向性とする「就学制度の改善について（平成 24年 10月）」、

及び 11学級以下の小学校を教育環境に課題を抱える小規模校と定義し適正な教

育環境の確保に向けた取組をすすめることを柱とした「大阪市学校適正配置審

議会答申（平成 22 年２月）」に基づいて、当区の教育力の向上、教育環境の充

実を図り、子どもたちの最善の利益を図るための取組について検討を進めてき

ました。 

 

今日の学校には教育の場としての本来の役割のほかに、防災、地域コミュニ

ティやまちづくりの拠点などたくさんの重要な役割が与えられています。 

この方針では、こうした様々な役割のなかでの学校本来の役割をあらためて

見つめなおし、教育の場としての学校がその役割を最大限に果たすよりよい教

育環境のもとで、これからの生野区を担う子どもたちを育んでいくために、当

区の実情と課題を踏まえた区における取組をとりまとめました。 

 

未来の生野区のために、次代を担う子どもたちによりよい教育環境を提供す

るため、みなさんと一緒に取り組んでいきたいと思います。 
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１ 現状と課題 

(1) これまでの取組の経過 

小・中学校を活性化させ、本市の教育力の向上を図るため、学校選択制の導入に向けた

取組が平成 24年度から全市的に始まりました。 

  生野区においては、平成 24 年５月に、学校教育フォーラム及び区内全幼稚園・保育所、

小学校、中学校の保護者及びインターネットによるアンケート調査を実施し、区民のみな

さんから６千件以上のご意見をいただきました。 

一方、本市教育委員会においては、各区でのみなさんのご意見も踏まえながら、有識者・

保護者・学校等のメンバーから成る「熟議『学校選択制』」という委員会を半年間にわたっ

て開催し、その結果を受けて平成 24年 10月に「就学制度の改善について」をとりまとめ、

各区がその実情に応じて、学校選択制の導入や区によって設定可能な指定外就学基準の拡

大などの組み合わせを検討することなどが示されました。 

これを受け生野区では、区長が区内全 28小中学校を訪問し、学校長や PTA代表の方々と

意見交換を行うほか、 就学状況等のデータ収集や分析、教育委員会事務局担当と協議を重

ね検討を進めてきたところです。その結果、生野区の教育環境には、３つの大きな課題が

あることが浮かび上がってきました。 

 

(2) 「３つの大きな課題」 

ア 通学区域に関する課題     

通学区域（校区）は、通学の見守りや教育活動への支援など地域との連携を考慮して

定められていますが、「自宅の目の前にある学校に通えない」、「他の校区を横切って通学

している」、「今里筋など大きな道路を渡らないと学校に通えない」、「中学校が、進学し

てくる小学校の校区外にある」、「進学先が２つの中学校に分かれていて、同じ小学校の

友達と一緒の中学校に進学できない」など、通学区域に関する課題を多くの校下で抱え

ています。 

イ 児童生徒数と学校数、学級数に関する課題 

近年、区内小・中学校の児童生徒数の減少は著しく、平成 25年度の児童生徒数は、昭

和 50 年度の３割程度の水準しかなく、一部では新入学児童数が 20 人にも満たない小学

校も見受けられます。 

また、平成 25 年度の学級数は小学校１学年あたりの平均が１.５学級で、全学年２学

級以上を有する学校は区内 19小学校中５校しかなく、全学年 1クラスしかない学校数が

５校にのぼります。中学校でも、１学年あたり平均３学級を下回っており、学年２学級

以下の学校が９校中３校、いずれかの学年で１学級しかない学校もあり、クラス替えす

らままならないという状況が見受けられます。   
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ウ 学校の施設規模に関する課題 

区内の小学校で、運動場面積が最も大きいところと小さいところの差は約３倍、また

中学校では、その差が７倍近くの学校もあります。 

   施設規模や児童生徒数が大きく異なると、教育活動や部活動の内容にも差が生じるこ

となどが心配されます。
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２ 再編にあたって ～検討の基本となる４つのブロック～ 

 

生野区における小学校及び中学校の教育環境の抱える３つの大きな課題を解消するととも

に、児童生徒や保護者のニーズに応え特色ある学校づくりを進め、学校教育を活性化し、よ

りよい教育を提供できる環境を整えるために「就学制度の改善について」及び「大阪市学校

適正配置審議会＊１答申（平成 22年２月）」を踏まえた教育環境の再編を進めます。 

その際、区内に 28校ある市立小・中学校すべての教育環境の再編を一体的に進めることは

学校活動への影響の大きさなどから非常に困難を伴います。また、保護者をはじめ地域住民

のみなさんと丁寧に意見交換を重ねていくためにも、適宜、区内をいくつかのブロックに分

割して順次検討を進めていくことが適切と考えます。 

そこで、現在の校区など地域的なつながりに配慮しながら、将来的な校区のあり方を見越

して勝山通りと今里筋を中心として区内を大きく次の「４つのブロック」に分け、ブロック

単位で取組を進めていくこととします。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検討の基本となる４つのブロック 

図１ 

 


